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ᐔᚑ 平ィ ᐕ ェ  1ィ 日 

 

各    

 

会 社 ฬ あ߈ߟ߆フࠖ࠽ンࠪャ࡞グ࡞プ株式会社 

代表者ฬ 代表取締役社長 島 根 秀  

㧔コ࠼ 㧤㧣㧟㧣 大証第㧞部㧕 

問合せ先 取締役管理本部長兼財務経理部長 川中 雅浩 

㧔 T E L  0 年㧙 6 ェ 平 1㧙 0 6 0 6㧕 

    

当社当社当社当社グ࡞プグ࡞プグ࡞プグ࡞プ中中中中長長長長期期期期ビࠫョンビࠫョンビࠫョンビࠫョンޡޡޡޡ当社当社当社当社グ࡞プグ࡞プグ࡞プグ࡞プߩߩߩߩ将来将来将来将来ߩߩߩߩ方向性方向性方向性方向性ޢޢޢޢ    

    せࠄせࠄせࠄせࠄ知知知知߅ࠆす߅ࠆす߅ࠆす߅ࠆ関関関関すߦߦߦߦ

    

方ߩ将来ߩプ࡞当社グޡߩ概要ߩ以ਅޔߡしߣ中長期ビࠫョンߩプ࡞当社グޔߪ度当社ߩߎ 

向性ޢを策定いߚし߹し߅ޔߢߩߚ知ࠄせいߚし߹すޕ詳細߈ߟߦ߹しߪߡ添付資料をߏ参照㗿い

߹すޕ 

 

⸥ 

◆中長期ビࠫョン策定ߩ経緯 

当社グ࡞プޔߪあ߈ߟ߆証券株式会社を中心ߦ証券サビࠬを展開すࠆ企業グ࡞プߢあޔࠅ

従来ࠅࠃ強ߺをすࠆ対面営業ࠆࠃߦ株式委⸤手数料ߩ収益ߦ加えޔ債券及び投資信⸤ߩ販売拡

充及び法人業務ߩ強化ࠆࠃߦ収益ߩ多様化を進ࠅ߅ߡ߹すޕ 

そߩ一方ޔߢ希望退職ߩ実施߿本社移転ࠆࠃߦ不動産コࠬߩ࠻削減ߤߥ経営ߩ合理化ߦ取ࠅ組

ᐔᚑޔߺ 平5 ᐕ 年 期第 1 四半期ߩ業績߅ߦいޔ߽ߡ一定ߩ収益性を保ࠆ߈ߢ߇ߣߎߟ体制を構

築しߡ߹いࠅ߹しޕߚ 

今後ޔ当社グ࡞プ߇持⛯的ߦᚑ長しޔ目指すべ߈方向性を確ߦすޔߚࠆਅ⸥ࠅ߅ߣߩ中

長期ビࠫョンを策定いߚし߹しޕߚ 

 

◆主ߥ施策ߩ考え方 

現状ߩ収益ߩ中心ߢあࠆ証券事業ߩ対面営業ߩ強化ߦ加えࡑࠬ࡞ࠚ࠙ޔネࠫࡔンࠕޔ࠻セッ࠻

ࠅ߆経営基盤㧔預ޔࠅࠃߦ多様化ߩ࡞顧客チャネޔビࠬ等及び法人サޔビࠬサ࠻ンࡔネࠫࡑ

資産及び運用資産㧕ߩ拡大を目指し߹すޕ 

一方ޔߢ顧客サビࠬߩ高付加価値化ޔߣ⛮⛯的ࡠߥコࠬࠝ࠻ペࠪョンߩ徹底ޔࠅࠃߦ

収益率ߩ拡大を図ࠅ߹すޕ 

 経営指標㧔Key Peメfマメmanceߥ重要ޔߚߩ客観的把握ߩ進捗ߩ経営目標ߩࠄࠇߎ

同ndicatマメ㧕をޔ定期的ߦ社ౝ外ߦ発表いߚし߹すޕ 

 

 



 

- 平 - 

㧝㧚あ߈ߟ߆フࠖ࠽ンࠪャ࡞グ࡞プ 中長期ビࠫョン 

 ᚒ々ޔߪ日本ߢ最߽歴史ߩ古い証券会社グ࡞プߣし߅ޔߡ客様߇信頼し߅ߡ取引いߛߚけࠆ

証券プラッ࠻フࠜࡓを提供いߚし߹すޔߚ߹ޕ証券資産運用サビࠬを情報サビࠬ業ߣし

最߽新しいߩߡߞߣߦ投資家߿客様߅ޔߢߣߎࠆし⛯け࠻ッࡒコߦ高付加価値化ߩそޔえࠄߣߡ

存在ߢあࠅ⛯け߹すޕ 

 

㧞㧚当社グ࡞プߩ将来ߩ方向性ߣ主ߥ施策 

㧔㧝㧕金融情報サビࠬߩ高度化ࠆࠃߦ証券サビࠬߩ高付加価値化 

㧔㧞㧕顧客基盤ߣ収益機会ߩ拡大 

㧔㧟㧕ＡＵＭ㧔資産運用㧕型サビࠬߩ拡大ࠆࠃߦ収益力ߩ安定化 

㧔㧠㧕法人向けサビࠬߩ差別化 

㧔㧡㧕定量的ߥ経営管理ߣᚑ果主義 

 

㧟㧚当社グ࡞プߩ考え方行動方針 

㧔㧝㧕定量的ࠕプࡠチࠆࠃߦ経営戦略ߩ定ߣ実行 

㧔㧞㧕戦略的提携等ࠆࠃߦ外部経営資源ߩ積極活用 

 

 

 ޤ目標値ߩそߣ経営指標㧔Key Peメfマメmance 同ndicatマメ㧕ߥ重要ߩプ࡞当社グޣ

 維持ߦห水準ߣ収益を現在ߩࠅߚ顧客資産あޔ努ߦビࠬ高い顧客サߩ付加価値

顧客資ࠅࠃߦ徹底ߩョンࠪペࠝ࠻コࠬࡠࠆࠃߦ経営管理ߥ定量的ߣ拡大ߩ顧客資産

産あߩࠅߚ費用を競争力ߩあࠆ水準ߦૐਅ 

 ޕࠆ活用すߦ経営資源を積極的ߩ外部ޔ合従連衡戦略等ޔߪߡいߟߦ拡大ߩ࡞顧客チャネ

 

現在         年 ᐕ後 

顧客資産当ߩࠅߚ収益      平平0bミ 前後      平平0bミ 前後 

顧客資産当ߩࠅߚ費用      平00bミ 前後      150bミ 前後 

顧客資産           約 1,平00 億     約 年,000 億 

 

 

㧔添付資料㧕 

 ޢ方向性ߩ将来ߩプ࡞当社グޡ

以  
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免責事項 

本資料は、今後の経営ビジョンに関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の投資勧誘を
目的として作成されたものではありません。売付または買付の勧誘は、法令諸規則等に則って作成・配布される募集
関連書類または目論見書に基づいて行われます。 

本資料に記載されている計画、見通し、戦略およびその他の歴史的事実でないものは、作成時点において入手可能な
情報に基づく将来に関する見通しであり、さまざまなリスクおよび不確実性が内在しています。実際の業績は経営環
境の変動などにより、これら見通しと大きく異なる可能性があります。当社は、本資料に記載されている情報の正確
性、完全性を保証し又は約束するものではなく、また今後、予告なしに変更されることがあります。 

また、本資料に記載されている当社および当社グループ以外の企業などにかかわる情報は、公開情報などから引用し
たものであり、情報の正確性などについて保証するものではありません。 
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お客様の資産 

株式 

債券 

投資信託 

アセットマネジメント 
サービス 

当社グループの資本 

現金 

借入 

当社の株式（株主資本） 

金 融 情 報 サー ビスが下 支え 

当社／ポートフォリオ 投資者 市場／投資対象 

リターン リターン 

投資 

 

 

 

 

 
資本市場 

・ 
経済活動 

 

 

 

 

 
当社のお客様 

・ 
ステイクホルダー 

投資 

投資 投資 

※分別管理 

我々は、日本で最も歴史の古い証券会社グループとして、お客様が信頼してお取引いただける 
証券プラットフォームを提供いたします。また、証券・資産運用サービスを情報サービス業としてとらえ、 
その高付加価値化にコミットし続けることで、お客様や投資家にとっての最も新しい存在であり続けます。 
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あかつきフィナンシャルグループの考え方・行動の方針 

定量的アプローチによる経営戦略の決定と実行 戦略的提携等による外部経営資源の積極活用 

 金融情報サービスの高度化による 
      証券サービスの高付加価値化（p.6） 

 日本証券新聞の活用による情報発信力の強化 

 金融情報メディアとしての価値の向上 

 顧客基盤と収益機会の拡大（p.10） 

 内部成長（営業戦略）と、他の対面証券との合従連衡による顧客預り資産の拡大 

 ウェルスマネジメントサービス等の他チャネルとの提携により収益機会を拡大 
 金融情報メディアを通じての非リーチ顧客へのアプローチ 

 AUM型サービスの拡大による収益力の安定化（p.13） 

 株式中心の顧客ポートフォリオを、債券や投信等のAUM型資産へ分散化 

 商品オリジネーション力の強化による運用ビジネスの内製化 

※AUM: Asset Under Management 

個人投資家向けサービス 

 法人向けサービスの差別化（p.15） 

 大手と競合しづらい市場における投資銀行サービスの強化 

 IR支援サービスの強化 

法人向けサービス 
 定量的な経営管理と成果主義（p.18） 

 販管費の削減（2011年度に集中して実施） 

 ベンチマーキングの導入によるローコスト・オペレーションの徹底 
 職責・個人の期待を定量化して評価する人事制度 

全社 

あかつきフィナンシャルグループ 将来の方向性 
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 金融情報サービスの高度化による証券サービスの高付加価値化 

 AUM型サービスの拡大による収益力の安定化 

 顧客基盤と収益機会の拡大 

 法人向けサービスの差別化 

 定量的な経営管理と成果主義 
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①－１．金融情報サービスの高度化による証券サービスの高付加価値化 ＜金融情報への高いニーズ＞ 
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証券会社や金融機関に期待すること 

個人投資家が対面証券に期待する重要な要素は 
 迅速・的確な情報提供 

 商品・サービスの丁寧な説明 

 資産の運用・管理の相談相手 

（日本証券業協会が実施した「証券投資についてのアンケート」による） 

（複数回答、回答者数：5,447人） 

64% 

46% 

40% 

39% 

26% 

16% 

15% 

迅速・的確な情報提供 

預けた資産の安全な管理 

商品・サービスの丁寧な説明 

手数料等の取引コストの軽減 

資産の運用・管理の相談相手 

顧客の希望を優先した勧誘 

法令遵守 

その他 

出典：平成22年「証券投資についてのアンケート」調査結果報告書（日本証券業協会） 
調査対象    ：全国の証券会社等の利用者及び未利用者 
有効サンプル数 ：5,849サンプル 
調査方法    ：書面によるアンケート調査 
調査期間    ：平成22年9月26日～平成22年10月30日 
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45% 

25% 

20% 

19% 

17% 

一般新聞・雑誌等で得た情報 

証券営業員の説明や意見・助言 

株価チャート 

友人・知人の意見・助言 

インターネットで得た情報 

①－２．金融情報サービスの高度化による証券サービスの高付加価値化 ＜日本証券新聞の活用＞ 

 日本証券新聞社等の金融メディアを子会社に持つドリームバイザー・ホールディングス株式会社 
をグループ会社化（平成24年4月） 

 対面証券の顧客に対して独自の調査レポートを提供することにより、 
証券サービスを高付加価値化（一例として2012年７月より提供を開始した「あかつき証券リサーチレポート」を次頁にて紹介） 
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銘柄選択の決め手（上位５位） 株価情報の取得経路（第１位） 

新聞の 
株価欄 
67% 

個人投資家の投資判断において
は、新聞等の紙メディアが主な
情報源となっている 

個人投資家の 

３人に２人 
が新聞で株価を確認 

していると回答 

個人投資家が投資の際に最も利用する情報源は、新聞等の紙メディア 
 銘柄選択の参考情報の情報源 ：「一般新聞・雑誌等で得た情報」が最多（およそ半数） 

 株価情報の情報源      ：「新聞の株価欄」が最多（３人に２人） 

（マザーズ：3772） 

出典：個人投資家の証券投資に関する意識調査報告書（日本証券業協会） 
調査対象  ：全国の個人投資家2,150人 
有効回収数 ：967サンプル ／ 調査方法 ：郵送調査 
調査日程  ：平成23年7月15日発送 同7月25日回収締切 

・発行元：株式会社日本証券新聞社 
・創刊 ：1944年 

新聞は最も接触頻度の高い、顧客とのコミュニケーション・チャネル 

注）「株価情報の取得経路」「銘柄選択の決め手」共に40歳以上の回答者の回答を集計 

（複数回答、回答者数：734人） （複数回答、回答者数：734人） 
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①－３．金融情報サービスの高度化による証券サービスの高付加価値化 ＜リサーチレポートの提供＞ 

 日本証券新聞社の金融情報ネットワークと編集力を活用し、個別企業についての独自の調査 
をまとめた「あかつき証券リサーチレポート」を作成 

 あかつき証券に口座を開設されている顧客に無償で提供（2012年7月より開始） 
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（あかつき証券リサーチレポートのご提供イメージ） 

リサーチ株式会社 9999 

株式指標 

株価・出来高・テクニ
カル指標等の推移 

業績の推移 
会社概要 

業績トピック 

アナリストの 
レーティング 

主要なテクニカル
指標 

直近のニュース 

株価分析コメント 

今後、当社グループの株主の
皆様（※）に「日本証券新聞」
を無償でご購読頂ける株主優
待制度の実施を予定 

※一定の株式数以上を保有頂いている
株主様に限ります 
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 金融情報サービスの高度化による証券サービスの高付加価値化 

 AUM型サービスの拡大による収益力の安定化 

 顧客基盤と収益機会の拡大 

 法人向けサービスの差別化 

 定量的な経営管理と成果主義 
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TK 
証券 

②－１．顧客基盤と収益機会の拡大 ＜提携戦略＞ 

あかつき証券 
（2011年3月期） 

顧客資産 

顧
客
資
産
あ
た
り
の
費
用 

5,000億円 1兆円 1.5兆円 2.0兆円 

50bp 

100bp 

150bp 

200bp 

250bp 

IY 
証券 MS 

証券 
MT 
証券 KC 

証券 

MO 
証券 

MT 
証券 

TY 
証券 

AZ 
証券 

KT 
証券 

ローコスト・オペレーション
の実現には、顧客資産の拡大
が不可欠 

ネット証券 

3.5兆円 

（各社開示資料を元に当社作成） 
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他社との比較分析による事業の拡大イメージ 

 内部成長に加え、他の対面証券との合従連衡を含めた提携戦略により顧客預り資産を拡大 

 顧客基盤を拡大する一方でコスト管理を徹底することにより、 
競争力のある体制を構築 

（年率換算） 

TT 
証券 

OS 
証券 

注）費用＝販売費及び一般管理費（2012年3月期通期の実績）。顧客資産は2012年3月末の実績。費用・顧客資産共に、特に表示の無い場合には単体の実績。 
  あかつき証券の費用は、証券ビジネス単体のものを抽出して当社作成（持株会社への上場維持分担等の支払分を除外。将来の見込みについては、業績等により支払いが不確実である賞与引当金・貸倒引当金・訴訟支払準備金を除外。NSJの活用に伴う広告費を含む） 

MH 
証券 

KS 
証券 

AD 
証券 

H証券 

あかつき証券 
（2012年下期見込み） 

IK証券 
 
 
 

RT 
証券 

（連結） 

（連結） 

SB 
証券 

（2012年3月期） 

顧客資産 費用 
（年間の販管費） 

顧客資産あたり
の費用 

2011年3月期 ※1  1,219億円 33.3億円 273bp 
2012年3月期 1,219億円 29.5億円 242bp 

2012年下期見込み 1,300億円 ※2  24.9億円 192bp 

あかつき証券の顧客資産あたりの費用の推移 

（※1）比較の目的で2012年3月末の実績を使用（2011年3月末の顧客資産は1,448億円） 
（※2）月次の販管費見込みから年換算。 

対面証券 



あかつきフィナンシャルグループ株式会社 

当社グループの将来の方向性 

②－２．顧客基盤と収益機会の拡大 ＜マルチチャネル化＞ 

PAGE 12 

対面証券サービス 

アセットマネジメントサービス 

ウェルスマネジメントサービス 

金融情報サービス 

IR支援サービス 

投資銀行サービス 

 

資産全体についての 
アドバイスが欲しい… 

個別銘柄についての 
アドバイスを最近は誰も 

してくれない… 

金融商品をわかり 
やすく説明して欲しい 

大手でないうちの 
規模だと直接金融 

が使えない… 

お客様 
（個人／法人） 

当社グループ 

 顧客の価値観・ニーズの多様化に伴い、顧客に対するチャネルを多様化する必要性 

 ウェルスマネジメント等の他チャネルとの提携による多様な顧客へのリーチにより収益機会を拡大 

 金融情報メディアを通じて、金融サービスだけではリーチできなかった潜在顧客へアプローチ 

お客様の価値観・ニーズに合った最適な金融商品をご提供する媒介者としての役割 

 
価値観・ニーズが多様化 

法人向け金融 
サービスが高すぎる… 

 

 

 

 

 

マルチチャネル化 

他チャネルとの提携 

インターネットの情報 
は一覧で見られない 
ので使いづらい… 
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 金融情報サービスの高度化による証券サービスの高付加価値化 

 AUM型サービスの拡大による収益力の安定化 

 顧客基盤と収益機会の拡大 

 法人向けサービスの差別化 

 定量的な経営管理と成果主義 
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 現在の株式中心の顧客ポートフォリオを、債券や投信等の株式以外の資産へ分散化 

 今後提供を予定するアセットマネジメントサービスの顧客資産を拡大 

３年後の顧客資産・収益 現在の顧客資産・収益 

顧客資産： 株式中心 顧客資産：分散化  AUM拡大 

収益源： 主にフロー収益 収益源： フロー収益  ストック収益  成功報酬 

株 式  

投 資 信 託  

債 券  

株 式  

投 資 信 託  
債 券  

アセットマネジメント 
サービスの顧客資産 

（AUM） 

法人向けサービス 
からの収益 

法人向けサービス 
からの収益 

成長機会 

（イメージ図） 

株式比率が高い為、市場環
境の顧客損益への影響が大
きく、顧客の収益が不安定
化する要因になっている 

非手数料型のビジネスモデルの導入
によりブローカレッジへの依存を 

低減し、収益力を安定化 

株式以外 
の資産を拡大 

※フロー収益  ：有価証券等の売買取引に伴って当社が受け取る形の、より流動的な報酬 
※ストック収益 ：運用資産の残高に対して一定割合を当社が受け取る形の、より固定的な報酬 

AUMを含む 
異なる資産種別に分散化 
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 金融情報サービスの高度化による証券サービスの高付加価値化 

 AUM型サービスの拡大による収益力の安定化 

 顧客基盤と収益機会の拡大 

 法人向けサービスの差別化 

 定量的な経営管理と成果主義 
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 大手と競合しづらい市場における投資銀行サービスの強化 

代理人 件数 

野村證券 4 

SMBC日興証券 4 

あかつき証券 3 

みずほインベスターズ証券 3 

三田証券 2 

三菱UFJモルガン・スタンレー証券 2 

みずほ証券 2 

ＳＢＩ証券 1 

エイチ・エス証券 1 

香川証券／岡三証券 1 

アルバース証券 1 

大和証券キャピタル・マーケッツ／大和証券 1 

総計 25 

■上場中堅企業（※1）に対するTOB案件数ランキング 

（※1）想定買付金額2,000百万円未満の企業 
 期間：2011年4月～2012年3月 

M&Aの助言 

新株予約権・ライツイシュー等の利用 
による資金調達支援 

プリンシパル・ファイナンス 

売り出し 

株券担保融資 

エクイティを利用した制度設計支援 

IR支援 

その他の 
テーラーメイドサービス 

サービス・ラインナップの一例 

（各社開示資料を元に当社作成） 
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 上場中堅法人に対するIR支援サービスとして、個人投資家向けセミナーを開催 

 全国紙新聞社としての公共・中立性、金融メディアとしての発信力を活用し独自のサービスを展開 

IRセミナー開催風景 

特徴② 
メディア編集力の活用 

（IR広告記事・調査レポートの作成） 

特徴③ 
高い顧客満足度 

（顧客企業の約半数がリピーター） 

サービス・ラインナップの一例 

個人投資家向けIRセミナーの開催 

日本証券新聞へのIR記事広告の掲載 

IR効果測定サービス 

調査レポートの作成 
（NSJリサーチレポート） 

株主通信・事業報告書の作成 

その他のテーラーメイドサービス 

◎ 札幌 

◎ 東京 

◎ 
大阪 

◎ 名古屋 広島 
◎ 

◎  
徳島 

◎ 熊本 

（◎：過去のセミナー開催場所の一例） 

◎ 
浜松・静岡 

◎ 
松山 

◎ 宇部 

◎ 那覇 

大津・ 
八日市 
◎ 

鳥取 
◎ 

姫路 
◎ 

◎ 福岡 

特徴① 
地方都市での開催実績多数 
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 金融情報サービスの高度化による証券サービスの高付加価値化 

 AUM型サービスの拡大による収益力の安定化 

 顧客基盤と収益機会の拡大 

 法人向けサービスの差別化 

 定量的な経営管理と成果主義 



あかつきフィナンシャルグループ株式会社 

当社グループの将来の方向性 

264bp

222bp

243bp
232bp

227bp

173bp

240bp

269bp

191bp
206bp

218bp

278bp

229bp

222bp

238bp

229bp 229bp

259bp

237bp

228bp 221bp

222bp
240bp 233bp

238bp

198bp

180bp

2009/6 2009/9 2009/12 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12 2012/3 2012/6 2012/9

顧客資産あたりの収益

顧客資産あたりの費用

⑤．定量的な経営管理と成果主義 

PAGE 19 

 過去１年間で固定費を約１０億円削減（全社・年間） 

 スケールメリットの追求と、ベンチマーキングの導入によるローコスト・オペレーションの徹底 

 職責・個人の期待を定量化して評価する人事制度 

2012年度下期の月次の販管費 2011年度上期の月次の販管費 

その他 

取引関係費 

人件費 
（▲約60百万円） 

不動産関係費 
（▲約8百万円） 

その他 

不動産関係費 
（35百万円） 

取引関係費 
（33百万円） 

人件費 
（148百万円） 

月平均 
約2.7億円 月平均 

約2.0億円 

希望退職制度の実施 
不採算部門の統廃合等 

による費用減 

本社移転による費用減 

（実績） （見込み※） 

リーマン・ショック時の収益水準 

点線：コスト削減後 
（決定済の施策実行による） 

コスト比率が高い 
あかつき証券の顧客資産あたりの収益／費用の推移（四半期毎） 

※2011年度上期の実績と、2012年度下期の見込みの比較（日本証券新聞社への広告費支出を含まず） 

広告費（NSJ活用） （月1千万円程度を見込む） 

注）収益＝営業収益。費用＝販売費及び一般管理費から証券ビジネス単体のものを抽出（持株会社への上場維持分担等の支払分を除外。2012年度9月期については、業績等により支払いが不確実である賞与引当金・貸倒引当金・訴訟支払準備金を除外） 
  顧客資産は期末の実績。2012年度9月期の顧客資産は1,300億円として算出 

広告費（NSJ活用）は
2012年10月より発
生見込みの為含まず 
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 「顧客資産あたりの収益」を現在と同水準に維持する 
 より付加価値の高いAUM型資産へ顧客資産をシフトしていくことで、 

資産運用型の報酬割合を増加させる 

 「顧客資産あたりの費用」を競争力のある水準に低下させる 
 顧客資産の拡大と定量的な経営管理によりローコスト・オペレーションを実現する 

３年後 現在 

顧客資産 

同水準を維持 
顧客資産あたり 

の収益 

主要なKPI（※1） （※1）「KPI」はKey Performance Indicatorの略称で 
 経営戦略を定量的に定義・測定する指標 

KPI 

KPI 

1,500億円 

顧客資産あたり 
の費用 

KPI 

220bp前後 220bp前後 

150bp前後 

200bp前後 

約1,200億円 

3,000億円 

提携戦略による 
顧客資産拡大 

 AUM型資産を中心に顧客資産を拡大 

 他の対面証券との合従連衡を含めた提携戦略 
により顧客資産を拡大 
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グループの全体図 
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あかつきフィナンシャルグループ株式会社 

あかつき証券株式会社 あかつきキャピタル 
マネージメント株式会社 

ドリームバイザー・ 
ホールディングス株式会社 

株式会社日本証券新聞社 

証券 アセットマネジメント 

（2012年6月30日時点） 

金融メディア／IR支援事業 

100% 

持株会社 

新聞事業 

40.2% 

100% 

100% 

アセットマネジメント 株式会社ファイブスター投資顧問 
（持株比率）あかつきフィナンシャルグループ：14.0％ 
関東財務局長（金商）第2266号 

関東財務局長（金商）第2118号 関東財務局長（金商）第0067号 

大証2部上場 
（8737） 

東証マザーズ上場 
（3772） 

商品先物取引業 豊商事株式会社 
（持株比率）あかつきフィナンシャルグループ：20.0％ 
関東財務局長（金商）第299号 

＜業務提携＞ 

CASH Financial Services Group Limited 
香港証券取引所メインボード上場（0510.HK） 
香港・中国本土をベースに、証券事業や投資銀行事業を展開する金融グループ 

Bendigo Partners,LLC 
金融サービスに関連するテクノロジーに強みを持つ米国の投資事業者 

兆富保險經紀人股份有限公司 
（持株比率）あかつきフィナンシャルグループ：24.0％ 
台湾を拠点とする保険業者 

兆富財富管理顧問股份有限公司 
（持株比率）あかつきフィナンシャルグループ：40.0％ 
台湾を拠点とするウェルスマネジメントサービス事業者 

高欣證券投資顧問股份有限公司 
（持株比率）あかつきフィナンシャルグループ：20.0％ 
台湾を拠点とする投資顧問業者 

マイトランク事業本部 

（持株会社内） 

プロパティマネジメント 


